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議案第 49号 

 

 

利島村国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 

上記議案を提出する。 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

 

 提出者 東京都利島村長 村 山 将 人 

 

 

「提案理由」 

  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律（令和５年法律第 48 号）の公布に伴い、被保険者証が廃止となること

に関する所要の改正を行うため、本案を提出する。 

 

 

 

議決第   号 

 

 

令和６年 12月  日  原案  決 

 

 

東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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利島村国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

利島村国民健康保険条例（平成20年利島村条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

第12条中「第９項」を「第５項」に、「若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若しく

は第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない」を「又は虚偽の届出をし

た」に改める。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年12月２日から施行する。 

（利島村国民健康保険条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に

関する政令（令和６年政令第260号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 
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利島村国民健康保険条例（平成20年条例第５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

第12条 この村は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規

定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をした場合又は同条

第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求めら

れてこれに応じない場合においては、その者に対し10万円以下

の過料を科する。 

第12条 この村は、世帯主が法第９条第１項若しくは第５項の規

定による届出をせず、又は虚偽の届出をした                 

                                                         

                場合においては、その者に対し10万円以下の

過料を科する。 

 

4



利島村国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）の概要 

 

１ 趣旨  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律(令和５年法律 48号)により、令和６年 12月２日から被保険者証が廃止

されることに伴い、国民健康保険法等の一部が改正されることとされたため、利島村国

民健康保険条例の一部を改正する。 

 

２ 条例改正の概要  

今回の改正は法等に基づき、全国一律で改められる事項である。 

(1)罰則の規定を改める。（利島村国民健康保険条例第 12条） 

(2)罰則の規定を改めることに伴い、附則に経過措置を規定する。 

 

３ 条例改正の内容  

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部

を改正する法律(令和５年法律 48号)により、令和６年 12月２日から被保険者証が廃止

される。 

これに伴い、国民健康保険法第 127条第１項から、被保険者証の返還に応じない者に

対する 10 万円以下の過料の規定が削除されることになったため、同項に基づく罰則の

規定である利島村国民健康保険条例第 12 条について、国民健康保険法の改正による条

項の移動に対応するため、「第９項」を「第５項」に改める。 

また、「若しくは虚偽の届出をした者又は同条第３項若しくは第４項の規定により被

保険者証の返還を求められてこれに応じない」を「又は虚偽の届出をした」に改める。 

さらに、附則として施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による旨の規定をするとともに、令和６年 12 月２日に、現に被保険者証を交付され

ている世帯主が、令和６年 12 月２日以降保険料を納付しない場合における被保険者証

の返還については、なお従前の例によること等を規定する。 

 

４ 施行日  

令和６年 12月２日 
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議案第50号 

 

利島村簡易水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

 

上記議案を提出する。 

 

 

令和６年12月10日 

 

提出者 東京都利島村長   村 山  将 人 

 

 

 

 

「提案理由」 

  生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行に伴

う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（令和６年政令第102号）により、令和

７年４月１日より水道法施行令（昭和32年政令第336号）及び水道法施行規則（昭和

32年厚生省令第45号）に規定される布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件の

参酌基準が改正されるため提案するものです。 

 

 

議決第  号 

 

 

令和６年12月  日 原案  決 

 

東京都利島村議会議長 加 藤  大 樹 
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（概要） 

 水道法（昭和32年法律第177号）により、水道事業者が地方公共団体である場合、布

設工事監督者及び水道技術者について、水道法施行令及び水道法施行規則に定められた

基準を基に、地方公共団体の条例によりその資格を定める必要があります。 

 水道法施行令（昭和32年政令第336号）及び水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45

号）が改正され令和７年４月１日より施行され、定められた基準が改正されるため、定

められた基準にあわせ条例の改正を提案します。 

 

（根拠法令） 

・水道法第12条、第19条 

・水道法施行令第５条、第７条 

・水道法施行規則第９条、第14条 

 

（改正内容） 

 改正される参酌基準どおりの内容としています。 

 

 布設工事監督者について 

  ・実務経験年数に他分野（工業用水道、下水道、道路及び河川）の実務経験を加味 

  ・学歴・学科要件における「機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する

課程」「機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程」の追加 

  ・国家資格（技術士・１級土木施工管理技士）の追加 

 

 水道技術管理者について 

  ・分類「布設工事監督者の資格を有する者」を廃止 

  ・学歴・学科要件における「土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程」

「土木科又はこれらに相当する課程」の追加 

  ・国家資格（技術士・１級土木施工管理技士）の追加 
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条例第  号 

 

利島村簡易水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

第３条及び第４条を以下のように改める。 

 

（布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべき資格は、次

のとおりとする。 

（１）学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）

又は旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学において土木工学科又はこれに相

当する課程を修めて卒業した後、３年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川

（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

（２）学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは電気

工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、４年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者に限る。） 

（３）学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しく

は高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）による専門学校（次号にお

いて「短期大学等」という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業

した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。次号において同

じ。）、５年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年６月

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（４）短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（５）学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和18年勅

令第36号）による中等学校（次号において「高等学校等」という。）において土木科

又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道等に関する技術上の実務
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に従事した経験を有する者（３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（６）高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（７）10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５年以

上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（８）第１号又は第２号の規定による卒業をしたものであって、学校教育法に基づく大

学院の研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した

後、第１号の規定による卒業をしたものにあっては２年以上、第２号の規定による卒

業をしたものにあっては３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（第１号の規定による卒業をしたものにあっては１年以上、第２号の規定によ

る卒業をしたものにあっては１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者に限る。） 

（９）外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に相当する課程を、

当該各号に規定する学校において習得する程度と同等以上に修得した後、当該各号に

規定する最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（当該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（10）技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定による第２次試験のうち上

下水道部門に合格した者（選択として上水道及び工業用水道を選択したものに限る。）

であって、１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（６月以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（11）建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項及び第２項の規定による

土木施工管理に係る第１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

２ 簡易水道事業、給水人口が５万人以下である水道事業又は一日最大給水量が２万５

千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供する水道（以下「簡易水道等」

という。）については、前項第１号中「３年以上水道、工業用水道、下水道、道路又

は河川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した
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経験を有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」とあるのは「１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者」と、同項第２号中「４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。）」とあるのは「２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」

と、同項第３号中「５年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」と

あるのは「２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、

同項第４号中「６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３

年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは

「３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第５号中

「７年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６月以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「３年６

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第６号中「８

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「４年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第七号中「10年以上水道等

の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５年以上水道の工事に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「５年以上水道の

工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第８号中「２年以上、

第２号の規定による卒業をした者にあっては３年以上水道等に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者（第１号の規定による卒業をした者にあっては１年以上、

第２号の規定による卒業をした者にあっては１年６月以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「１年以上、第２号の規定によ

る卒業をした者にあっては１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者」と、同項第９号中「最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者（当該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）とあるのは「水道等の

最低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」

と、同項第10号中「１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とある
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のは「１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、それ

ぞれ読み替えるものとする。 

 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき資格は、次

のとおりとする。 

（１）前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しく

は土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大

学の前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する学校を卒業した者に

ついては３年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した者）については５年以上、同項第５号に規定する学

校を卒業した者については７年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者 

（２）前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において工学、理学、農学、

医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこ

れらに相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の

前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する学校を卒業した者につい

ては４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した者）については６年以上、同項第５号に規定する学校を

卒業した者については８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

（３）10年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（４）前条第１項第１号、第３項及び第５号に規定する学校において、工学、理学、農

学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業

した後、同項第１号に規定する学校を卒業した者にあっては５年以上、同項第３号に

規定する学校を卒業した者にあっては７年以上、同項第５号に規定する学校を卒業し

た者にあっては９年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（５）外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又は前号に規定する

課程に相当する課程を、当該各号に規定する学校において習得する程度と同等に習得

した後、当該各号の学校を卒業した者ごとに規定する最低経験年数以上水道に関する

技術上の実務に規定した経験を有する者 
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（６）国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課

程を修了した者 

（７）技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した者

（選択科目として上水道及び工業水道を選択したものに限る。）であって、１年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（８）建設業法施行令第34条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級の

技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者 

２ 簡易水道等又は一日最大給水量が１万立方メートル以下である専用水道について

は、前項第１号中「３年以上」とあるのは「１年６月以上」と、「５年以上」とあるの

は「２年６月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６月以上」と、同項第２号中「４

年以上」とあるのは「２年以上」と、「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年

以上」とあるのは「４年以上」と、同項第３号中「10年以上」とあるのは「５年以上」

と、同項第４号中「５年以上」とあるのは「２年６月以上」と、「７年以上」とあるの

は「３年６月以上」と、「９年以上」とあるのは「４年６月以上」と、同項第５項中「最

低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」と、同項第７号中「１年

以上」とあるのは「６月以上」と、同項第８号中「３年以上」とあるのは「１年６月以

上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は令和７年４月１日より施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例の施行の際、改正前の利島村簡易水道の布設工事監督者及び水道技術

管理者に関する条例第４条第１項第６号に規定する講習の課程を修了している者は、

改正後の利島村簡易水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例第４条

第１項第６号に規定する講習の課程を修了しているものとみなす。 
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利島村簡易水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例（平成25年条例第10号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有

すべき資格は、次のとおりとする。 

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有

すべき資格は、次のとおりとする。 

（１）学校教育法(昭和22年法律第26号)による大学(短期大学を除く。以

下同じ。)の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学

若しくは水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、２年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（２）学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程におい

て衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業し

た後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

（３）学校教育法による短期大学(同法による専門職大学の前期課程を含

む。)若しくは高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を

修めて卒業した後(同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了

した後)、５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

 

（１）学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）又は旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学におい

て土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、３年以上水

道、工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この項において「水道等」

という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（１年６月

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

 

（２）学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科

若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、４

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（３）学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含

む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）

による専門学校（次号において「短期大学等」という。）において土木

科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学

の前期課程にあっては、修了した後。次号において同じ。）、５年以上

水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年６月以上
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（４）学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校において土木科又

はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

（５）10年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

 

（６）第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学院研

究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻

した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する

専攻を修了した後、第１号の卒業生にあっては１年以上、第２号の卒業

生にあっては２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（４）短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者（３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（５）学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令

（昭和18年勅令第36号）による中等学校（次号において「高等学校等」

という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、

７年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年

６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

（６）高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者（４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（７）10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者（５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。） 

（８）第１号又は第２号の規定による卒業をしたものであって、学校教育

法に基づく大学院の研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工

学に関する専攻を修了した後、第１号の規定による卒業をしたものにあ

っては２年以上、第２号の規定による卒業をしたものにあっては３年以

上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（第１号の規
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する者 

 

 

（７）外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程及び学

科目又は第３号若しくは第４号に規定する課程に相当する課程又は学

科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等

以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

（８）技術士法(昭和58年法律第25号)第４条第１項の規定による第２次試

験のうち上下水道部門に合格した者(選択科目として上水道及び工業用

水道を選択したものに限る。)であって、１年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

（９）前各号に掲げる者と同等以上の技術を有すると水道事業者が認める

 者 

定による卒業をしたものにあっては１年以上、第２号の規定による卒業

をしたものにあっては１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。） 

（９）外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に相当

する課程を、当該各号に規定する学校において習得する程度と同等以上

に修得した後、当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（当該各号に規定する水道等の最

低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

（10）技術士法（昭和58年法律第25号）第４条第１項の規定による第２次

試験のうち上下水道部門に合格した者（選択として上水道及び工業用水

道を選択したものに限る。）であって、１年以上水道等に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者（６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

（11）建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項及び第２項

の規定による土木施工管理に係る第１級の技術検定に合格した者であ

って、３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。） 

２ 簡易水道事業の用に供する水道(以下「簡易水道」という。)について

は、前項第１号中「２年以上」とあるのは「１年以上」と、同項第２号

２ 簡易水道事業、給水人口が５万人以下である水道事業又は一日最大給

水量が２万５千立方メートル以下である水道用水供給事業の用に供す
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中「３年以上」とあるのは「１年６箇月以上」と、同項第３号中「５年

以上」とあるのは「２年６箇月以上」と、同項第４号中「７年以上」と

あるのは、「３年６箇月以上」と、同項第５号中「10年以上」とあるの

は「５年以上」と、同項第６号中「第１号の卒業生にあっては１年以上」

とあるのは「第１号の卒業生にあっては６箇月以上」と、「２年以上」

とあるのは「１年以上」と、同項第7号中「最低経験年数以上」とある

のは「最低経験年数の２分の１以上」と、同項第８号中「１年以上」と

あるのは「６箇月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

る水道（以下「簡易水道等」という。）については、前項第１号中「３

年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この項において

「水道等」という。）に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。）」とあるのは「１年６月以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者」と、同項第２号中「４年以上水道等に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者（２年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「２年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第３号中「５

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年６

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」

とあるのは「２年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者」と、同項第４号中「６年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（３年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。）」とあるのは「３年以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第５号中「７年以上水道

等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６月以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるの

は「３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者」と、同項第６号中「８年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者（４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。）」とあるのは「４年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者」と、同項第七号中「10年以上水道等の工
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事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５年以上水道の工

事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とある

のは「５年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者」と、同項第８号中「２年以上、第２号の規定による卒業をした者

にあっては３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（第１号の規定による卒業をした者にあっては１年以上、第２号

の規定による卒業をした者にあっては１年６月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「１年以上、

第２号の規定による卒業をした者にあっては１年６月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者」と、同項第９号中「最低経

験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（当

該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。）とあるのは「水道等

の最低経験年数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者」と、同項第10号中「１年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（６月以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者に限る。）」とあるのは「１年６月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者」と、それぞれ読み替え

るものとする。 

  

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有す 第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有す
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べき資格は、次のとおりとする。 べき資格は、次のとおりとする。 

（１）前条の規定により簡易水道以外の水道の布設工事監督者たる資格を

有する者 

 

（２）前条第１項第１号、第３号及び第５号に規定する学校において土木

工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこ

れらに相当する学科目を修めて卒業した後(学校教育法による専門職大

学の前期課程にあっては、修了した後)、同項第１号に規定する学校を

卒業した者については４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した

者(同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者)について

は６年以上、同項第４号に規定する学校を卒業した者については８年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）10年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（４）前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において工学、

 

 

 

（１）前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木

工学科若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後

（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、

同項第１号に規定する学校を卒業した者については３年以上、同項第３

号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程にあ

っては、修了した者）については５年以上、同項第５号に規定する学校

を卒業した者については７年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者 

（２）前条第１項第１号、第３号又は第５号に規定する学校において工学、

理学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木

工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）を修めて卒業

した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

後）、同項第１号に規定する学校を卒業した者については４年以上、同

項第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課

程にあっては、修了した者）については６年以上、同項第５号に規定す

る学校を卒業した者については８年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者 

（３）10年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（４）前条第１項第１号、第３項及び第５号に規定する学校において、工
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理学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する学科

目以外の学科目を修めて卒業した(当該学科目を修めて学校教育法に基

づく専門職大学の前期課程(以下この号において「専門職大学前期課程」

という。)を修了した場合を含む。)後、同項第１号に規定する学校の卒

業者については５年以上、同項第３号に規定する学校の卒業者(専門職

大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。)については７年以

上、同項第４号に規定する学校の卒業者については９年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

（５）外国の学校において、第2号に規定する学科目又は前号に規定する

学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において

修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごと

に規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

 

（６）国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関

する講習の課程を修了した者 

学、理学、農学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課

程以外の課程を修めて卒業した後、同項第１号に規定する学校を卒業し

た者にあっては５年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者にあ

っては７年以上、同項第５号に規定する学校を卒業した者にあっては９

年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

（５）外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又は前

号に規定する課程に相当する課程を、当該各号に規定する学校において

習得する程度と同等に習得した後、当該各号の学校を卒業した者ごとに

規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に規定した経験

を有する者 

 

（６）国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関

する講習の課程を修了した者 

（７）技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門

に合格した者（選択科目として上水道及び工業水道を選択したものに限

る。）であって、１年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者 

（８）建設業法施行令第34条第１項及び第２項の規定による土木施工管理

に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技
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術上の実務に従事した経験を有する者 

２ 簡易水道又は１日最大給水量が1000立方メートル以下である専用水

道については、前項第１号中「前条第１項」とあるのは「前条第２項

の規定により読み替えて適用する同条第１項」と、「簡易水道以外の

水道」とあるのは「簡易水道」と、同項第２号中「４年以上」とある

のは「２年以上」と、「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８

年以上」とあるのは「４年以上」と、同項第３号中「10年以上」とあ

るのは「５年以上」と、同項第４号中「５年以上」とあるのは「２年

６箇月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６箇月以上」と、「９

年以上」とあるのは「４年６箇月以上」と、同項第５号中「最低経験

年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」とそれぞれ読

み替えるものとする。 

２ 簡易水道等又は一日最大給水量が１万立方メートル以下である専用

水道については、前項第１号中「３年以上」とあるのは「１年６月以

上」と、「５年以上」とあるのは「２年６月以上」と、「７年以上」

とあるのは「３年６月以上」と、同項第２号中「４年以上」とあるの

は「２年以上」と、「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年

以上」とあるのは「４年以上」と、同項第３号中「10年以上」とある

のは「５年以上」と、同項第４号中「５年以上」とあるのは「２年６

月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６月以上」と、「９年以

上」とあるのは「４年６月以上」と、同項第５項中「最低経験年数以

上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」と、同項第７号中「１

年以上」とあるのは「６月以上」と、同項第８号中「３年以上」とあ

るのは「１年６月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 
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議案第 51号  

 

 

令和６年度東京都利島村一般会計補正予算＜第３号＞ 

 

 

令和６年度東京都利島村一般会計補正予算＜第３号＞は、次に定めるところによる。 

 

 

〔歳入歳出予算の補正〕 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ １３４，８０７ 千円を減額

し、歳入歳出の総額を ２,５４９,４３６ 千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の〔款〕・〔項〕の区分及び該当区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算の補正」による。 

 

 

〔債務負担行為〕 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることがで 

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

                  提出者 東京都利島村長   村 山  将 人  

 

議決第   号 

 

令和６年 12月  日     原案  決 

 

 

                    東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 

 

 

 

 

（本頁は白紙です） 
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令和６年度一般会計補正予算＜第３号＞の概要 

 

 

1 概要 

歳入では、特別交付税については現時点の対象項目を鑑み減額、デジタル基盤改革支援補

助金は補助申請額が確定したため増額、移住体験住宅整備補助事業補助金は実契約金額を基

に補助額を算出し減額、東京宝島サステナブル・アイランド創造事業補助金は事業費に合わ

せた増額、無電柱化チャレンジ補助金は事業費に合わせた減額を行っている。 

歳出では、主に決算見込額に合わせた補正を行っている。（詳細については２一般会計補

正予算（２）補正予算の事業を参照。） 

※（○頁）は、議案書の頁番号を表している。 

 

2 一般会計補正予算 

（１）予算規模 

 

  補正前の額：2,684,243千円 補正額：△134,807千円  計： 2,549,436千円  

 

歳 入 の 補 正 歳 出 の 補 正 

村税 

地方譲与税 

利子割交付金 

配当割交付金 

株式等譲渡所得割交付金 

法人事業税交付金 

地方消費税交付金 

環境性能割交付金 

地方特例交付金 

地方交付税 

使用料及び手数料 

国庫支出金 

都支出金 

財産収入 

寄付金 

基金繰入金 

繰越金 

諸収入 

村債 

 

460 

 

 

 

 

 

 

 

△10,000 

158 

24,370 

△25,529 

140 

 

△125,983 

 

1,577 

 

議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産業費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

公債費 

災害復旧費 

予備費 

51 

△84,990 

2,669 

△9,308 

△24 

△6,754 

△6,455 

△25,901 

140 

△3,915 

△320 
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（２）補正予算の事業（主要なもの） 

 

① 一部事務組合負担金（総務費・総務課） △5,264千円 

【内容】 

事務共同化に係る負担金の見込が立ったため不要額の減額を行っている。 

 

② LGWAN環境改修等委託料（総務費・総務課） △1,000千円 

【内容】 

契約差金分の減額を行っている。 

 

③ サステナブルアイランド創造事業（総務費・総務課）25,089千円 

【内容】 

サステナブル住宅建設事業において、住宅基礎に係る追加地質調査、擁壁申請が完了 

し擁壁工事の見込が立った事による増額、また、公園改修事業において、なかよし公園 

改修工事費用の見込が立った事から増額補正を行っている。 

 

④ IP告知端末更改仕様検討委託（総務費・総務課）△2,486千円 

【内容】 

契約差金分の減額を行っている。 

 

⑤ 複合型サテライトオフィス建設支援・設計委託（総務費・総務課） △82,540千円 

【内容】 

施設①の建物について、次年度建設となるため導入予定の設備に係る費用について減 

額を行っている。 

 

⑥ 総合行政システム等改修委託料（総務費・総務課） △3,190 千円 

【内容】 

基幹系システムを利用している設備について、今後の処分費用を考慮し買取では無く 

リースとする事としたため減額補正を行っている。 

 

⑦ ガバメントクラウド移行委託料（総務費・総務課） △1,000 千円 

【内容】 

今年度実施する内容が確定し契約差金分の減額を行っている。 

 

⑧ 選挙運動公費負担分（選挙費・総務課） △1,000 千円 

【内容】 

村議会議員選挙に係る負担金の支出見込が立った事により減額補正を行っている。 

 

 

23



⑨ 戸籍システム改修（総務費・住民課） △12,738千円 

【内容】 

標準化・法改正に係る改修時期が変更となり、今年度分の改修費用が確定したため 

不要額の減額を行っている。 

 

⑩ 地域交流会館清掃業務 

【内容】 

一部追加清掃に係る費用を残し、不要額の減額を行っている。 

  

⑪ 通院交通費支援補助金（衛生費・住民課） 1,188千円 

【内容】 

助成金額を増額したため増額補正を行っている。 

 

⑫ トラッシュバスター設置工事（衛生費・環境建設課）△6,843千円 

【内容】 

トラッシュバスター設置工事に係る契約差金分の減額を行っている。 

 

⑬ 村道無電柱化詳細設計業務（土木費・環境建設課）△3,138 千円 

【内容】 

今年度実施分の契約差金について減額を行っている。 

 

⑭ 移住定住促進住宅造成・擁壁工事（土木費・環境建設課）△22,720 千円 

【内容】 

擁壁工事に係る契約差金について減額を行っている。 

 

⑮ モノラックレール更新工事（農林水産費・産業観光課） 1,346 千円 

【内容】 

追加で急遽更新が必要となった路線が発生したため増額補正を行っている。 

 

⑯ 繁殖保護助成金（農林水産費・産業観光課）△6,517 千円 

【内容】 

今年度実施見込に合わせ減額補正を行っている。 

 

⑰ 公園施設除草清掃委託料（農林水産業費・産業観光課）△2,638 千円 

【内容】 

契約差金について減額補正を行っている。 
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（３）債務負担行為について 

 

  ①複合型サテライトオフィス建設事業（施設１建物建設工事） 

   次年度は施設２の建設がある中で施工事業者の負担を鑑み施設１については、 

今年度より着工が可能なよう債務負担行為を行う。 

 

  ②東京宝島サステナブル・アイランド創造事業 住宅建設事業 

   （太陽光発電設備および水循環システム除く） 

   今後予定している擁壁工事、建築部材の製作・組立、太陽光発電設備および水循環 

   システムを除く住宅建設工事において、施工事業者の負担を鑑み、今年度より着工 

   が可能なよう債務負担行為を行う。 

 

  ③東京宝島サステナブル・アイランド創造事業 公園改修事業 

（なかよし公園改修工事） 

   遊具・トイレの製作、基礎工事、設備設置工事、公園造成工事について、今年度着工 

を予定しているが、施工事業者の負担を鑑み債務負担行為を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本頁は白紙です） 
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地方譲与税２ 2,467 460 2,927

４森林環境譲与税 600 460 1,060

地方交付税１１ 444,744 △10,000 434,744

１地方交付税 444,744 △10,000 434,744

使用料及び手数料１３ 23,330 158 23,488

１使用料 23,145 158 23,303

国庫支出金１４ 45,043 24,370 69,413

１国庫負担金 5,897 128 6,025

２国庫補助金 38,951 24,242 63,193

都支出金１５ 1,377,703 △25,529 1,352,174

１都負担金 4,571 478 5,049

２都補助金 1,365,569 △26,931 1,338,638

３都委託金 7,563 924 8,487

財産収入１６ 12,940 140 13,080

１財産運用収入 12,940 140 13,080

繰入金１８ 502,698 △125,983 376,715

１基金繰入金 502,667 △125,983 376,684

諸収入２０ 38,652 1,577 40,229

２受託事業収入 4,169 1,577 5,746

歳　　　　入　　　　合　　　　計 2,684,243 △134,807 2,549,436

第　１　表　歳入歳出予算
１　歳 入

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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議会費１ 16,945 51 16,996

１議会費 16,945 51 16,996

総務費２ 1,304,747 △84,990 1,219,757

１総務管理費 1,230,067 △68,612 1,161,455

２徴税費 16,805 △350 16,455

３戸籍住民基本台帳費 51,204 △14,223 36,981

６選挙費 5,102 △1,805 3,297

民生費３ 192,142 2,669 194,811

１社会福祉費 120,642 721 121,363

２老人福祉費 30,173 830 31,003

３児童福祉費 41,327 1,118 42,445

衛生費４ 326,512 △9,308 317,204

１保健衛生費 32,616 1,524 34,140

２清掃費 105,461 △10,905 94,556

３上下水道費 188,435 73 188,508

労働費５ 19,409 △24 19,385

１労働費 19,409 △24 19,385

農林水産業費６ 122,716 △6,754 115,962

１農業費 76,017 1,260 77,277

２林業費 19,808 △148 19,660

３水産業費 26,891 △7,866 19,025

商工費７ 115,918 △6,455 109,463

１商工費 36,661 △6,255 30,406

２離島交通受託事業費 79,257 △200 79,057

土木費８ 368,604 △25,901 342,703

１土木管理費 15,768 △35 15,733

２道路橋りょう費 47,281 △3,678 43,603

３住宅費 295,577 △22,188 273,389

消防費９ 19,279 140 19,419

１消防費 19,279 140 19,419

教育費１０ 118,335 △3,915 114,420

１教育総務費 39,787 △3,189 36,598

２小学校費 43,039 △30 43,009

２　歳 出

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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４保健体育費 22,076 43 22,119

５社会教育費 10,352 △739 9,613

公債費１２ 52,790 △320 52,470

１公債費 52,790 △320 52,470

歳　　　　出　　　　合　　　　計 2,684,243 △134,807 2,549,436

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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（本頁は白紙です） 
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第２表　債務負担行為

事　項

複合型サテライトオフィス建設事業
（施設１建物建設工事）

東京宝島サステナブル・アイランド創造事業
住宅建設事業
（太陽光発電設備および水循環システム除く）

東京宝島サステナブル・アイランド創造事業
公園改修事業
（なかよし公園改修工事）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び該当年度以降の
支出予定額等に関する調書

（千円）

期間 金額 期間 金額 国都支出金 地方債 その他

複合型サテライトオフィス建設事業
（施設１建物建設工事）

50,000
令和6年度から
令和7年度まで

50,000 25,000 0 0 25,000

東京宝島サステナブル・アイランド創造事業
住宅建設事業
（建築部材制作・建物建設工事まで）

500,000
令和6年度から
令和7年度まで

500,000 200,000 0 0 300,000

東京宝島サステナブル・アイランド創造事業
公園改修事業
（なかよし公園改修工事）

80,000
令和6年度から
令和7年度まで

80,000 80,000 0 0 0

特定財源限　度　額

令和６年度から令和７年度まで 令和6年度事業 500,000 千円以内 

令和６年度から令和７年度まで 令和6年度事業 80,000 千円以内 

事　項
一般財源

期　間

令和６年度から令和７年度まで 令和6年度事業 50,000 千円以内 

限　度　額

前年度までの
支出（見込額）

該当年度以降の
支出予定額

左の財源内訳
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村税 50,925１

地方譲与税 2,467２

利子割交付金 65３

配当割交付金 344４

株式等譲渡所得割交付金 418５

法人事業税交付金 1,575６

地方消費税交付金 7,406７

自動車取得税交付金 1８

環境性能割交付金 502９

地方特例交付金 1,800１０

地方交付税 444,744１１

使用料及び手数料 23,330１３

国庫支出金 45,043１４

都支出金 1,377,703１５

財産収入 12,940１６

寄付金 2,000１７

繰入金 502,698１８

繰越金 171,630１９

諸収入 38,652２０

2,684,243歳　　　　入　　　　合　　　　計

　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括

（歳　入）

款 補正前の額
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0 50,925

460 2,927

0 65

0 344

0 418

0 1,575

0 7,406

0 1

0 502

0 1,800

△10,000 434,744

158 23,488

24,370 69,413

△25,529 1,352,174

140 13,080

0 2,000

△125,983 376,715

0 171,630

1,577 40,229

△134,807 2,549,436

（単位：千円）

補正額 計
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１議会費 16,945 51 16,996

２総務費 1,304,747 △84,990 1,219,757

３民生費 192,142 2,669 194,811

４衛生費 326,512 △9,308 317,204

５労働費 19,409 △24 19,385

６農林水産業費 122,716 △6,754 115,962

７商工費 115,918 △6,455 109,463

８土木費 368,604 △25,901 342,703

９消防費 19,279 140 19,419

１０教育費 118,335 △3,915 114,420

１２公債費 52,790 △320 52,470

１４予備費 26,846 0 26,846

歳　　　　出　　　　合　　　　計 2,684,243 △134,807 2,549,436

（歳　出）

款 補正前の額 補　正　額 計
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51

△60,2435,567△30,314

2,2781,270△879

△4,826△5,120638

△24

△6,754

△6,455

8,144△34,045

140

△2,168△1,747

△320

△70,1771,717△66,347

一　　般　　財　　源そ　　の　　他地　　方　　債国都支出金
特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳
（単位：千円）
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地方譲与税2 2,467 460 2,927

森林環境譲与税4 600 460 1,060

森林環境譲与税1 600 460 1,060

地方交付税11 444,744 △10,000 434,744

地方交付税1 444,744 △10,000 434,744

地方交付税1 444,744 △10,000 434,744

使用料及び手数料13 23,330 158 23,488

使用料1 23,145 158 23,303

民生使用料2 121 158 279

国庫支出金14 45,043 24,370 69,413

国庫負担金1 5,897 128 6,025

民生費国庫負担金1 5,897 128 6,025

国庫補助金2 38,951 24,242 63,193

総務費国庫補助金1 28,596 24,024 52,620

計補　　正　　額補 正 前 の 額

２　歳　入

科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 ２ 地方譲与税

02-04-01 森林環境譲与税
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①森林環境譲与税1森林環境譲 460                       460
与税

②特別交付税1地方交付税 △10,000                  △10,000

①保育所使用料1保育所使用 158                       158
料

①障害者自立支援事業費負担金1社会福祉費 978                       990
②国民健康保険基盤安定負担金負担金                      △12

①児童手当負担金2児童福祉費 △850                     △850
負担金

⑥デジタル基盤改革支援補助金1総務費補助 24,024                    24,024
金

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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民生費国庫補助金2 5,421 517 5,938

衛生費国庫補助金3 842 583 1,425

教育費国庫補助金7 3,734 △882 2,852

都支出金15 1,377,703 △25,529 1,352,174

都負担金1 4,571 478 5,049

民生費都負担金2 4,502 478 4,980

都補助金2 1,365,569 △26,931 1,338,638

総務費都補助金1 1,254,001 △23,308 1,230,693

民生費都補助金2 40,802 270 41,072

衛生費都補助金3 10,479 110 10,589

土木費都補助金7 31,204 △3,138 28,066

計補　　正　　額補 正 前 の 額
科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 １４ 国庫支出金

14-02-02 民生費国庫補助金
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③子供・子育て支援事業補助金（システム改修分）3児童福祉費 517                       517
補助金

③出産・子育て応援交付金1保健衛生費 583                       583
・出産・子育て応援交付金（国）補助金
・内訳：伴走型支援（413,000円）
・内訳：出産・子育て応援給付金（170,000円）

①へき地児童生徒援助費補助金1教育費補助 △882                     △882
金

②障害者自立支援事業負担金1社会福祉費 470                       495
⑤国民健康保険基盤安定負担金負担金                      △25

①児童手当・児童育成手当負担金3児童福祉費 8                         8
負担金

①総合交付金1総務費補助 △23,308                  △24,239
⑨東京宝島サステナブル・アイランド創造事業補助金金                     9,118
⑩移住体験住宅整備補助事業補助金                  △8,187

⑪ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援3児童福祉費 270                       270
　）補助金補助金

⑭新型コロナウィルスワクチン定期接種特別補助事業1保健衛生費 110                       110
補助金

①無電柱化チャレンジ補助金3無電柱化チ △3,138                   △3,138
ャレンジ補
助金

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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教育費都補助金9 8,594 △865 7,729

都委託金3 7,563 924 8,487

総務費都委託金1 3,030 924 3,954

財産収入16 12,940 140 13,080

財産運用収入1 12,940 140 13,080

利子及び配当金1 10 140 150

繰入金18 502,698 △125,983 376,715

基金繰入金1 502,667 △125,983 376,684

基金繰入金1 502,667 △125,983 376,684

諸収入20 38,652 1,577 40,229

受託事業収入2 4,169 1,577 5,746

受託事業収入1 4,169 1,577 5,746

計補　　正　　額補 正 前 の 額
科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 １５ 都支出金

15-02-09 教育費都補助金
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⑤放課後子ども教室推進事業費1教育費補助 △865                     △381
⑯スクール・サポート・スタッフ配置支援事業補助金金                     △251
⑱区市町村スポーツ実施促進事業費補助金                    △233

①衆議院議員選挙費委託金3選挙費委託 924                       985
③東京都知事選挙費委託金金                      △61

①財政調整基金利子1基金利子 140                        75
②減債基金利子                        20
⑥土地開発基金利子                         4
⑦災害復旧資金貸付基金利子                         1
⑨庁舎建設基金利子                        40

①財政調整基金繰入金1財政調整基 △125,983                 △125,983
金繰入金

①保健事業受託事業収入3保健事業受 1,577                     1,577
託事業収入

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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1議会費 16,945 51 16,996

議会費1 16,945 51 16,996

1議会費 16,945 51 16,996

5,567△30,3142総務費 1,304,747 △84,990 1,219,757

5,567△39,097総務管理費1 1,230,067 △68,612 1,161,455

7,9131一般管理費 95,308 △4,066 91,242
諸収入

7,913

△2,486△34,7942企画広報費 913,314 △61,256 852,058
都支出金 諸収入

△34,794 △2,486

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

３　歳　出

科　　　　目

款 項 目

款 １ 議会費

01-01-01 議会費
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51

51

51 8旅　　　費 51                  51　２議会事務費

                 51　　８旅　　　費

                 51　　　旅費
　　　　研修旅費

△60,243

△35,082

△11,979 8旅　　　費 261               1,198　７一般管理事務費

                261　　８旅　　　費

                261　　　旅費
　　　　研修旅費

11役　務　費 937                 937　１１役　務　費

                 37　　　通信運搬費
　　　　通信運搬費

18負担金補助 △5,264               △100　　　保険料
及び交付金 　　　　団体地方公務員賠償責任保険

              1,000　　　広告料
　　　　広告料

            △5,264　９一般管理費負担金

            △5,264　１８負担金補助及び交付金

            △5,264　　　負担金
　　　　一部事務組合負担金

△23,976 7報　償　費 △172                 949　３企画広報事務費

                200　　８旅　　　費

                200　　　旅費
8旅　　　費 146 　　　　普通管外旅費

                600　１１役　務　費

                600　　　通信運搬費
　　　　通信運搬費

10需　用　費 △48                 149　１２委　託　料

                149　　　業務委託料
　　　　広報作成委託料

11役　務　費 1,080               △552　４庁内ＬＡＮ・ＬＧＷＡＮ等管理経費

                448　１１役　務　費

                448　　　通信運搬費
12委　託　料 △26,047 　　　　通信運搬費

            △1,000　１２委　託　料

            △1,000　　　業務委託料

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ２ 総務費

02-01-02 企画広報費
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13使用料及び △184 　　　　LGWAN環境改修等委託料
賃借料               △182　５島外イベント出展経費

              △150　　７報　償　費

              △150　　　謝礼金
14工事請負費 △44,113 　　　　イベント出展報償費（謝礼金）

                △5　１０需　用　費

                △5　　　燃料費
17備品購入費 △141 　　　　燃料費

               △27　１３使用料及び賃借料

               △27　　　使用料及び賃借料
18負担金補助 8,223                △25　　　　車両借上料

及び交付金                 △2　　　　駐車場使用料

             25,089　７サステナブル・アイランド創造事業

                 16　１１役　務　費

                 16　　　手数料
　　　　浄化槽法定検査料

              7,271　１２委　託　料

              7,271　　　業務委託料
　　　　サステナブルアイランド創造事業支援委託

              9,531　１４工事請負費

            109,531　　　工事請負費

             29,651　　　　サステナブル住宅土地造成・擁壁工事

             79,880　　　　公園改修工事

          △100,000　　　建設工事
　　　　サステナブル住宅建設工事

              8,271　１８負担金補助及び交付金

              8,271　　　補助金
　　　　水産業持続化補助金

              △211　８地域おこし協力隊事業

              △200　１７備品購入費

              △200　　　備品購入費
　　　　備品購入費

               △11　１８負担金補助及び交付金

               △11　　　負担金
　　　　研修負担金

                 90１０移住定住促進事業

                 90　　７報　償　費

                 90　　　謝礼金
　　　　イベント出展報償費

            △2,486１１村内情報通信基盤網整備

            △2,486　１２委　託　料

            △2,486　　　業務委託料
　　　　IP告知端末更改仕様検討委託

               △58１２定住促進空き家活用事業

               △54　　８旅　　　費

               △54　　　旅費
　　　　普通管外旅費

                △4　１３使用料及び賃借料

                △4　　　使用料及び賃借料
　　　　定住促進空き家賃借料

              △549１６友好町村連携事業

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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△4,3034財産管理費 113,300 △3,897 109,403
国庫支出金

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ２ 総務費

02-01-02 企画広報費
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              △112　　７報　償　費

               △17　　　謝礼金
　　　　サマースクール報償費

               △95　　　その他報償費
　　　　海外派遣報償費（旅費相当額）

              △400　１２委　託　料

              △400　　　業務委託料
　　　　海外派遣業務委託

               △37　１８負担金補助及び交付金

               △37　　　補助金
　　　　海外派遣負事業補助金

                △4２０集落支援員事業

                △3　１０需　用　費

                △3　　　消耗品費
　　　　消耗品費（集落支援員事業）

                △1　１７備品購入費

                △1　　　備品購入費
　　　　備品購入費

           △82,464２２複合型サテライトオフィス建設事業

                 16　１１役　務　費

                 16　　　手数料
　　　　浄化槽法定検査料

           △28,896　１２委　託　料

           △28,896　　　業務委託料

           △26,496　　　　複合型サテライトオフィス建設支援・設計委
　　　　託

            △2,400　　　　複合型サテライトオフィス建設施工管理委託

           △53,644　１４工事請負費

           △43,962　　　工事請負費

            △2,050　　　　複合型サテライトオフィス建設土地造成・擁
　　　　壁工事

           △41,912　　　　複合型サテライトオフィス建設設備工事

            △9,682　　　建設工事
　　　　複合型サテライトオフィス建設工事

                 60　１７備品購入費

                 60　　　備品購入費
　　　　備品購入費

              △878２３地域おこし協力隊事業費

               △40　１０需　用　費

               △40　　　印刷製本費
　　　　印刷製本費

              △685　１２委　託　料

              △685　　　業務委託料
　　　　地域おこし協力隊員募集支援委託

              △153　１３使用料及び賃借料

              △153　　　使用料及び賃借料
　　　　機材レンタル料

40610需　用　費 △36                  12　３財産管理経費

               △36　１０需　用　費

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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15,697
都支出金

△20,000

1405基金費 89,708 607 90,315
財産収入

140

63徴税費2 16,805 △350 16,455

631徴税費 16,805 △350 16,455
都支出金

63

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ２ 総務費

02-01-04 財産管理費
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11役　務　費 12                △36　　　消耗品費
　　　　消耗品費

                 12　１１役　務　費
12委　託　料 △4,190                  12　　　手数料

　　　　家電リサイクル料

                 36　１７備品購入費
13使用料及び 281                  36　　　備品購入費

賃借料 　　　　備品購入費

            △3,909　４総合行政システム管理経費

            △4,190　１２委　託　料
17備品購入費 36             △4,190　　　業務委託料

            △3,190　　　　総合行政システム等改修委託料

            △1,000　　　　ガバメントクラウド移行委託料

                281　１３使用料及び賃借料

                281　　　使用料及び賃借料
　　　　総合行政システム用端末等賃借料

46724積　立　金 599                 599　１基金積立金

                599　２４積　立　金

                599　　　基金積立金
27繰　出　金 8                  76　　　　財政調整基金積立金

                 21　　　　減債基金積立金

                 41　　　　庁舎建設基金積立金

                461　　　　森林環境譲与税基金積立金

                  8　２基金繰出金

                  8　２７繰　出　金

                  8　　　基金繰出金

                  5　　　　土地開発基金繰出金

                  2　　　　災害復旧資金貸付基金繰出金

                  1　　　　公共的経済団体経営安定化資金貸付基金繰出
　　　　金

△413

△41311役　務　費 1               △365　２徴税事務費

                  1　１１役　務　費

                  1　　　手数料
12委　託　料 △418 　　　　徴収取扱費

              △418　１２委　託　料

              △418　　　業務委託料
13使用料及び 52                △99　　　　地方税共通納税システム対応委託

賃借料               △319　　　　軽自動車税関係手続電子化対応委託

                 52　１３使用料及び賃借料

                 52　　　使用料及び賃借料
18負担金補助 15 　　　　ｅＬＴＡＸサービス使用料

及び交付金                  15　４徴税費負担金

                 15　１８負担金補助及び交付金

                 15　　　負担金

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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8,844戸籍住民基本台帳費3 51,204 △14,223 36,981

8,8441戸籍住民基本台帳 51,204 △14,223 36,981
国庫支出金費

8,844

△124選挙費6 5,102 △1,805 3,297

△1245都知事選挙費 1,764 △124 1,640
都支出金

△124

8村議会議員選挙費 3,296 △1,681 1,615

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ２ 総務費

02-02-01 徴税費
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　　　　地方税共同機構負担金

△23,067

△23,067 8旅　　　費 △124            △14,223　１戸籍住民基本台帳事務費

              △124　　８旅　　　費

              △124　　　旅費

              △154　　　　普通管外旅費
12委　託　料 △13,413                  30　　　　研修旅費

           △13,413　１２委　託　料

           △13,413　　　業務委託料
13使用料及び △686               △675　　　　住基ネットCSサーバ関連機器更新作業委託

賃借料            △12,738　　　　戸籍システム改修

              △686　１３使用料及び賃借料

              △686　　　使用料及び賃借料
　　　　戸籍総合システムリース

△1,681

1報　　　酬 △47               △124　１都知事選挙経費

               △47　　１報　　　酬

               △47　　　委員報酬
3職員手当等 △1 　　　　都知事選挙報酬

                △1　　３職員手当等

                △1　　　選挙事務手当
7報　償　費 △1 　　　　選挙事務手当（時間外）

                △1　　７報　償　費

                △1　　　謝礼金
8旅　　　費 △51                 △2　　　　投票所開設謝礼金

                  1　　　　広報配布等謝礼金

               △51　　８旅　　　費

               △51　　　旅費
10需　用　費 △13 　　　　普通管外旅費

               △13　１０需　用　費

               △13　　　消耗品費
11役　務　費 △11 　　　　消耗品費

               △11　１１役　務　費

               △11　　　通信運搬費
　　　　通信運搬費

△1,681 1報　　　酬 △98             △1,681　１村議会議員選挙経費

               △98　　１報　　　酬

               △98　　　委員報酬
3職員手当等 △2 　　　　村議会議員選挙報酬

                △2　　３職員手当等

                △2　　　選挙事務手当

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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1,270△8793民生費 192,142 2,669 194,811

△37社会福祉費1 120,642 721 121,363

△371社会福祉総務費 108,367 1,905 110,272
国庫支出金

△12
都支出金

△25

3社会福祉施設費 4,384 △1,184 3,200

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ２ 総務費

02-06-08 村議会議員選挙費
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7報　償　費 △6 　　　　選挙事務手当（時間外）

                △6　　７報　償　費

                △6　　　謝礼金
10需　用　費 26 　　　　投票所開設謝礼金

                 26　１０需　用　費

                 26　　　消耗品費
11役　務　費 △101 　　　　消耗品費

              △101　１１役　務　費

              △101　　　通信運搬費
18負担金補助 △1,500 　　　　通信運搬費

及び交付金             △1,500　１８負担金補助及び交付金

            △1,500　　　負担金
　　　　選挙運動公費負担分

2,278

758

1,942 7報　償　費 △62                △62　４身体・知的障害者相談員活動経費

               △62　　７報　償　費

               △62　　　謝礼金
19扶　助　費 1,980 　　　　身体・知的障害者相談員報償費

              1,980　６障害自立支援事業

              1,980　１９扶　助　費
22償還金利子 37               1,980　　　扶助費

及び割引料 　　　　障害自立支援介護給付費

               △50１６国民健康保険事業勘定会計繰出金

               △50　２７繰　出　金
27繰　出　金 △50                △50　　　特別会計繰出金

　　　　国民健康保険事業勘定会計繰出金

                 37１７償還金

                 37　２２償還金利子及び割引料

                 37　　　償還金

                 25　　　　障害者自立支援給付費国庫負担金返還金

                 12　　　　障害者自立支援給付費都負担金返還金

△1,184 10需　用　費 287             △1,184　１地域交流会館管理経費

                287　１０需　用　費

                200　　　光熱水費
12委　託　料 △1,471 　　　　光熱水費

                 87　　　修繕費
　　　　修繕費

            △1,471　１２委　託　料

            △1,471　　　業務委託料

            △1,448　　　　地域交流会館清掃業務

               △23　　　　地域交流会館火災報知器保守委託料

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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1,270老人福祉費2 30,173 830 31,003

1,2701老人福祉費 30,173 830 31,003
諸収入

1,270

△842児童福祉費3 41,327 1,118 42,445

△8421児童措置費 9,024 753 9,777
国庫支出金

△850
都支出金

8

2児童福祉施設費 32,303 365 32,668

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ３ 民生費

03-02-01 老人福祉費

53



△440

△44010需　用　費 △65                △65　１敬老の日祝賀会経費

               △65　１０需　用　費

               △65　　　消耗品費
12委　託　料 1,270 　　　　消耗品費

              1,270　３専門職による高齢者ケア事業

              1,270　１２委　託　料
18負担金補助 △135               1,270　　　業務委託料

及び交付金 　　　　専門職による高齢者ケア事業委託

              △135　４敬老祝金

              △135　１８負担金補助及び交付金
22償還金利子 720               △135　　　補助金

及び割引料 　　　　敬老祝金

                720　５老人福祉費補助金

                720　２２償還金利子及び割引料
27繰　出　金 △960                 720　　　還付金

　　　　高齢者社会対策区市町村包括補助金返還金（
　　　　都）

              △960　８後期高齢者医療事業会計繰出金

              △960　２７繰　出　金

              △960　　　特別会計繰出金
　　　　後期高齢者医療事業会計繰出金

1,960

1,595 19扶　助　費 620                 350　２医療費助成事業

                350　１９扶　助　費

                350　　　扶助費
22償還金利子 133                 200　　　　義務就学児童生徒医療費助成金

及び割引料                  50　　　　ひとり親医療費助成金

                100　　　　高校生等医療費助成金

                133　３償還金

                133　２２償還金利子及び割引料

                133　　　償還金
　　　　児童手当等負担金償還金

                270　６子育て支援事業

                270　１９扶　助　費

                270　　　扶助費
　　　　ベビーシッター利用支援助成金

36512委　託　料 365                 365　３児童施設管理経費

                365　１２委　託　料

                365　　　業務委託料

               △26　　　　保育園火災報知器保守委託料

                △9　　　　児童公園管理委託料

                400　　　　広域入所委託

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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△5,1206384衛生費 326,512 △9,308 317,204

307638保健衛生費1 32,616 1,524 34,140

3076381保健衛生費 23,874 1,655 25,529
国庫支出金 諸収入

583 307
都支出金

55

2環境衛生費 1,249 △131 1,118

清掃費2 105,461 △10,905 94,556

1ごみ処理費 105,461 △10,905 94,556

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ４ 衛生費

04-01-01 保健衛生費
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△4,826

579

710 10需　用　費 150                  36　３成人保健事業

                △2　１２委　託　料

                △2　　　業務委託料
12委　託　料 △143 　　　　栄養指導業務委託

                 38　２２償還金利子及び割引料

                 38　　　償還金
18負担金補助 1,188 　　　　医療保健政策区市町村包括補助事業返還金

及び交付金                 150　５母子保健健診事業

                150　１０需　用　費

                150　　　消耗品費
22償還金利子 460 　　　　消耗品費

及び割引料               1,022　６定期・任意予防接種事業

                600　１２委　託　料

                600　　　業務委託料
　　　　定期・任意予防接種委託料

                422　２２償還金利子及び割引料

                422　　　還付金
　　　　過年度分定期・任意予防接種事業返還金（都
　　　　）

              △741　７住民健診・がん検診事業

              △741　１２委　託　料

              △741　　　業務委託料
　　　　住民健診・がん検診委託料

              1,188１０保健衛生費補助金

              1,188　１８負担金補助及び交付金

              1,188　　　補助金
　　　　通院交通費支援補助金

△131 7報　償　費 △81               △131　１ねこ去勢・避妊事業

               △81　　７報　償　費

               △81　　　謝礼金
8旅　　　費 △50 　　　　ねこ捕獲ボランティア報償費

               △50　　８旅　　　費

               △50　　　旅費
　　　　普通管外旅費

△10,905

△10,905 10需　用　費 △2,691             △3,254　１清掃センター管理経費

            △2,691　１０需　用　費

            △2,691　　　燃料費
11役　務　費 △561 　　　　燃料費

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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△5,427上下水道費3 188,435 73 188,508

△5,4271簡易水道事業費 115,847 30 115,877
諸収入

△5,427

2合併処理浄化槽事 72,588 43 72,631
業費

5労働費 19,409 △24 19,385

労働費1 19,409 △24 19,385

1勤労福祉会館費 19,409 △24 19,385

6農林水産業費 122,716 △6,754 115,962

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ４ 衛生費

04-02-01 ごみ処理費
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12委　託　料 △800               △563　１１役　務　費

              △563　　　通信運搬費
　　　　通信運搬費

14工事請負費 △6,843             △7,651　３ごみ処理経費

                  2　１１役　務　費

                  2　　　手数料
17備品購入費 △46 　　　　自動車リサイクル料

              △800　１２委　託　料

              △800　　　業務委託料
26公　課　費 36 　　　　ごみ回収委託

            △6,843　１４工事請負費

            △6,843　　　工事請負費
　　　　トラッシュバスター設置工事

               △46　１７備品購入費

               △46　　　備品購入費
　　　　運搬用コンテナ購入

                 36　２６公　課　費

                 36　　　自動車重量税
　　　　自動車重量税

5,500

5,457 18負担金補助 30                  30　２簡易水道事業補助
及び交付金                  30　１８負担金補助及び交付金

                 30　　　補助金
　　　　簡易水道事業補助金

4318負担金補助 43                  43　２合併処理浄化槽事業補助
及び交付金                  43　１８負担金補助及び交付金

                 43　　　補助金
　　　　浄化槽事業会計補助金

△24

△24

△2412委　託　料 △24                △24　２勤労福祉会館管理経費

               △24　１２委　託　料

               △24　　　業務委託料
　　　　勤労福祉会館火災報知器保守委託料

△6,754

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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農業費1 76,017 1,260 77,277

1農業委員会費 1,762 214 1,976

2農業総務費 9,994 30 10,024

3農業振興費 56,495 1,016 57,511

林業費2 19,808 △148 19,660

1林業振興費 8,257 2 8,259

2椿害虫駆除費 11,551 △150 11,401

水産業費3 26,891 △7,866 19,025

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ６ 農林水産業費

06-01-01 農業委員会費
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1,260

214 8旅　　　費 184                 184　１農業委員会経費

                184　　８旅　　　費

                184　　　旅費
　　　　普通管外旅費

18負担金補助 30                  30　３農業委員会費負担金
及び交付金                  30　１８負担金補助及び交付金

                 30　　　負担金
　　　　その他負担金

3018負担金補助 30                  30　３農業総務費負担金
及び交付金                  30　１８負担金補助及び交付金

                 30　　　負担金
　　　　その他負担金

1,016 12委　託　料 △330               1,346　３モノラック管理経費

              1,346　１４工事請負費

              1,346　　　工事請負費
14工事請負費 1,346 　　　　モノラックレール更新工事

              △330　９農業振興事務費

              △330　１２委　託　料

              △330　　　業務委託料
　　　　椿産業スマート農業実証業務委託

△148

210需　用　費 2                   2　３椿炭製作経費

                  2　１０需　用　費

                  2　　　光熱水費
　　　　光熱水費

△15010需　用　費 △200               △150　１椿害虫駆除経費

              △200　１０需　用　費

              △200　　　消耗品費
17備品購入費 50 　　　　消耗品費

                 50　１７備品購入費

                 50　　　備品購入費
　　　　備品購入費

△7,866

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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1水産業振興費 26,891 △7,866 19,025

7商工費 115,918 △6,455 109,463

商工費1 36,661 △6,255 30,406

1商工観光振興費 36,661 △6,255 30,406

離島交通受託事業費2 79,257 △200 79,057

1離島交通受託事業 79,257 △200 79,057
費

△34,0458土木費 368,604 △25,901 342,703

土木管理費1 15,768 △35 15,733

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ６ 農林水産業費

06-03-01 水産業振興費
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△7,866 18負担金補助 △7,866             △7,866　４水産業振興費補助金
及び交付金             △7,866　１８負担金補助及び交付金

            △7,866　　　補助金

            △6,517　　　　繁殖保護助成金

                 53　　　　近代化資金利子補助金

            △1,200　　　　漁業振興事業補助金

              △202　　　　海産物流通対策事業補助金

△6,455

△6,255

△6,255 7報　償　費 △128             △6,223　１親水レクリエーション施設・公園施設管理経費

              △128　　７報　償　費

              △128　　　謝礼金
10需　用　費 △187 　　　　前浜親水レクリエーション施設運営謝礼金

              △157　１０需　用　費

              △157　　　消耗品費
12委　託　料 △2,638 　　　　消耗品費

            △2,638　１２委　託　料

            △2,638　　　業務委託料
14工事請負費 △3,300 　　　　公園施設除草清掃委託料

            △3,300　１４工事請負費

            △3,300　　　工事請負費
17備品購入費 △2            △10,666　　　　親水レクリエーション施設補修工事

              7,366　　　　前浜親水レクリエーション施設改修工事

               △32　７人工海浜管理

               △30　１０需　用　費

               △30　　　消耗品費
　　　　消耗品費

                △2　１７備品購入費

                △2　　　備品購入費
　　　　備品購入費

△200

△20018負担金補助 △200               △200　５離島交通受託事業費補助金
及び交付金               △200　１８負担金補助及び交付金

              △200　　　補助金
　　　　ヘリコミューター運賃助成金

8,144

△35

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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1土木総務費 15,768 △35 15,733

△3,138道路橋りょう費2 47,281 △3,678 43,603

△3,1381道路維持費 47,281 △3,678 43,603
都支出金

△3,138

△30,907住宅費3 295,577 △22,188 273,389

1住宅管理費 28,339 516 28,855

△30,9072住宅建設費 267,238 △22,704 244,534
都支出金

△30,907

9消防費 19,279 140 19,419

消防費1 19,279 140 19,419

1非常備消防費 6,968 140 7,108

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ８ 土木費

08-01-01 土木総務費
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△35 8旅　　　費 △50                △35　２土木総務事務費

               △50　　８旅　　　費

               △50　　　旅費
　　　　普通管外旅費

10需　用　費 15                  15　１０需　用　費

                 15　　　消耗品費
　　　　消耗品費

△540

△54012委　託　料 △3,678               △540　１道路管理経費

              △540　１２委　託　料

              △540　　　業務委託料

              △581　　　　道路清掃管理委託料

                 41　　　　村道枝除伐等委託料

            △3,138　４無電柱化事業

            △3,138　１２委　託　料

            △3,138　　　業務委託料
　　　　村道無電柱化詳細設計業務

8,719

516 14工事請負費 516                 516　１村営住宅管理経費

                516　１４工事請負費

                516　　　工事請負費
　　　　ボイラー交換工事

8,203 11役　務　費 16            △22,704　１定住促進住宅整備費

                 16　１１役　務　費

                 16　　　手数料
14工事請負費 △22,720 　　　　浄化槽法定検査料

           △22,720　１４工事請負費

           △22,720　　　工事請負費
　　　　移住定住促進住宅造成・擁壁工事

140

140

140 8旅　　　費 140                 140　１消防団活動経費

                140　　８旅　　　費

                140　　　旅費
　　　　普通管外旅費

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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△1,74710教育費 118,335 △3,915 114,420

△882教育総務費1 39,787 △3,189 36,598

1教育委員会費 718 △100 618

2事務局費 33,059 △2,609 30,450

△8823教育総務費 6,010 △480 5,530
国庫支出金

△882

△251小学校費2 43,039 △30 43,009

△2511学校管理費 38,177 286 38,463
都支出金

△251

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 １０ 教育費

10-01-01 教育委員会費
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△2,168

△2,307

△100 8旅　　　費 △100               △100　１教育委員会経費

              △100　　８旅　　　費

              △100　　　旅費
　　　　普通管外旅費

△2,609 7報　償　費 △146             △2,609　２教育事務局事務費

              △146　　７報　償　費

              △146　　　謝礼金
8旅　　　費 276 　　　　外部有識者謝礼金

                276　　８旅　　　費

                276　　　旅費

                100　　　　普通管外旅費
10需　用　費 19                 176　　　　赴任旅費

                 19　１０需　用　費

                 18　　　燃料費
11役　務　費 298 　　　　燃料費

                  1　　　修繕費
　　　　修繕費（維持補修費）

12委　託　料 △3,056                 298　１１役　務　費

                301　　　通信運搬費
　　　　通信運搬費

                △3　　　テレビ受信料
　　　　テレビ受信料

            △3,056　１２委　託　料

            △3,056　　　業務委託料

            △1,936　　　　教育委員会・学校実践研究委託料

              △660　　　　学校基本計画づくり業務委託料

              △460　　　　特色ある教育活動委託料

40218負担金補助 △480               △480　２離島高校生修学支援事業
及び交付金               △480　１８負担金補助及び交付金

              △480　　　補助金
　　　　離島高校生修学支援補助金

221

537 10需　用　費 653                 403　１学校管理経費

                653　１０需　用　費

                653　　　修繕費
11役　務　費 △8 　　　　修繕費（維持補修・学校）

                △8　１１役　務　費

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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2教育振興費 4,862 △316 4,546

△233保健体育費4 22,076 43 22,119

△2331保健体育費 7,096 △50 7,046
都支出金

△233

2学校給食費 14,980 93 15,073

△381社会教育費5 10,352 △739 9,613

2文化財保護費 1,431 △594 837

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 １０ 教育費

10-02-01 学校管理費
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12委　託　料 △113                 △8　　　テレビ受信料
　　　　テレビ受信料

                  4　１２委　託　料
13使用料及び △212                   4　　　業務委託料

賃借料 　　　　校舎火災報知器保守委託料

              △212　１３使用料及び賃借料

              △212　　　使用料及び賃借料
14工事請負費 △1                 △1　　　　授業目的公衆送信補償金

              △211　　　　デジタル補助教材使用料

                △1　１４工事請負費
17備品購入費 △33                 △1　　　工事請負費

　　　　学校施設改修工事

               △33　１７備品購入費

               △33　　　備品購入費
　　　　備品購入費（普通建設事業）

              △117　２情報機器整備事業

              △117　１２委　託　料

              △117　　　業務委託料
　　　　統合型校務支援システム委託料

△316 7報　償　費 △316               △316　２講師招聘事業

              △316　　７報　償　費

              △316　　　謝礼金
　　　　講師招聘報償費

276

183 10需　用　費 △50                △50　２保健体育経費

               △50　１０需　用　費

               △50　　　修繕費
　　　　修繕費（保健体育施設）

93 7報　償　費 93                  93　２学校給食運営費

                 93　　７報　償　費

                 93　　　謝礼金
　　　　学校給食調理員謝礼金

△358

△594 7報　償　費 △300               △594　１文化財保護経費

              △300　　７報　償　費

              △300　　　謝礼金
10需　用　費 △270 　　　　講演会謝礼

              △270　１０需　用　費

               △70　　　消耗品費

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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△3813放課後子ども教室 2,188 △145 2,043
都支出金対策費

△381

12公債費 52,790 △320 52,470

公債費1 52,790 △320 52,470

1元金 52,290 △290 52,000

2利子 500 △30 470

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 １０ 教育費

10-05-02 文化財保護費

69



12委　託　料 △24 　　　　消耗品費

              △200　　　修繕費
　　　　修繕費

               △24　１２委　託　料

               △24　　　業務委託料
　　　　郷土資料館火災報知器保守委託料

23610需　用　費 △85                △85　１放課後子ども教室運営

               △85　１０需　用　費

               △85　　　消耗品費
　　　　消耗品費

18負担金補助 △60                △60　２放課後子ども教室負担金
及び交付金                △60　１８負担金補助及び交付金

               △60　　　負担金
　　　　放課後子ども教室負担金

△320

△320

△29022償還金利子 △290               △290　１償還元金
及び割引料               △290　２２償還金利子及び割引料

              △290　　　償還元金
　　　　償還元金

△3022償還金利子 △30                △30　１償還利子
及び割引料                △30　２２償還金利子及び割引料

               △30　　　償還利子
　　　　償還利子

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

一般会計
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議案第 52号  

 

 

令和６年度東京都利島村国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算＜第２号＞ 

 

 

令和６年度東京都利島村国民健康保険事業特別会計（事業勘定）補正予算＜第２号＞

は、次に定めるところによる。 

 

〔歳入歳出予算の補正〕 

第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ ２，２８５ 千円を増額し、歳入歳

出 

予算の総額を ８３,１４９ 千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の〔款〕・〔項〕の区分及び該当区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

                 提出者 東京都利島村長  村 山  将 人 

 

議決第   号 

 

令和６年 12月  日    原案  決 

 

 

                   東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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国民健康保険税１ 4,879 △86 4,793

１国民健康保険税 4,879 △86 4,793

国庫支出金４ 5 2,457 2,462

２国庫補助金 5 2,457 2,462

都支出金７ 59,934 △31 59,903

１都補助金 59,934 △31 59,903

財産収入９ 5 △5 0

１財産運用収入 5 △5 0

繰入金１１ 8,616 △50 8,566

１他会計繰入金 8,616 △50 8,566

歳　　　　入　　　　合　　　　計 80,864 2,285 83,149

第　１　表　歳入歳出予算
１　歳 入

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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総務費１ 12,652 20 12,672

１総務管理費 12,631 0 12,631

２運営協議会費 21 20 41

保険給付費２ 25,903 60 25,963

１療養諸費 23,265 60 23,325

国民健康保険事業費納３ 11,840 0 11,840

付金 １医療給付費分 7,181 0 7,181

保健事業費６ 731 0 731

１特定健康診査等事業費 731 0 731

基金積立金７ 4,950 2,205 7,155

１基金積立金 4,950 2,205 7,155

歳　　　　出　　　　合　　　　計 80,864 2,285 83,149

２　歳 出

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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国民健康保険税 4,879１

国庫支出金 5４

都支出金 59,934７

財産収入 5９

繰入金 8,616１１

繰越金 7,421１２

諸収入 4１３

80,864歳　　　　入　　　　合　　　　計

　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括

（歳　入）

款 補正前の額
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△86 4,793

2,457 2,462

△31 59,903

△5 0

△50 8,566

0 7,421

0 4

2,285 83,149

（単位：千円）

補正額 計
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１総務費 12,652 20 12,672

２保険給付費 25,903 60 25,963

３国民健康保険事業費納付金 11,840 0 11,840

６保健事業費 731 0 731

７基金積立金 4,950 2,205 7,155

８諸支出金 23,288 0 23,288

９予備費 1,500 0 1,500

歳　　　　出　　　　合　　　　計 80,864 2,285 83,149

（歳　出）

款 補正前の額 補　正　額 計
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△2,422△52,447

60

149△50△99

△88

2,205

△76△552,416

一　　般　　財　　源そ　　の　　他地　　方　　債国都支出金
特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳
（単位：千円）
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国民健康保険税1 4,879 △86 4,793

国民健康保険税1 4,879 △86 4,793

一般被保険者国民健康1 4,879 △86 4,793
保険税

国庫支出金4 5 2,457 2,462

国庫補助金2 5 2,457 2,462

社会保障・税番号シス4 0 2,457 2,457
テム整備費補助金

都支出金7 59,934 △31 59,903

都補助金1 59,934 △31 59,903

保険給付費等交付金1 59,010 68 59,078

都補助金2 924 △99 825

財産収入9 5 △5 0

計補　　正　　額補 正 前 の 額

２　歳　入

科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 １ 国民健康保険税

01-01-01 一般被保険者国民健康保険税
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①医療給付分現年課税分1医療給付分 △42                      △42
現年課税分

①後期高齢者支援金等現年課税分3後期高齢者 △32                      △32
支援金等現
年課税分

①介護納付金現年課税分5介護納付金 △12                      △12
現年課税分

①社会保障・税番号システム整備費補助金1社会保障・ 2,457                     2,457
税番号シス
テム整備費
補助金

①普通交付金1普通交付金 60                        60

①保険者努力支援分2特別交付金 8                         8

①市町村国民健康保険都補助金2市町村国民 △99                      △99
健康保険都
補助金

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
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財産運用収入1 5 △5 0

利子及び配当金1 5 △5 0

繰入金11 8,616 △50 8,566

他会計繰入金1 8,616 △50 8,566

一般会計繰入金1 8,616 △50 8,566

計補　　正　　額補 正 前 の 額
科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 ９ 財産収入

09-01-01 利子及び配当金
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①国民健康保険給付費等財政調整基金利子1基金利子 △5                       △5

①保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）1保険基盤安 △26                      △26
定繰入金（
保険税軽減
分）

①保険基盤安定繰入金（保険者支援分）2保険基盤安 △24                      △24
定繰入金（
保険者支援
分）

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
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△52,4471総務費 12,652 20 12,672

△52,447総務管理費1 12,631 0 12,631

2,4471一般管理費 12,622 0 12,622
国庫支出金

2,447

△52国民健康保険団体 9 0 9
その他連合会負担金

△5

運営協議会費2 21 20 41

1運営協議会費 21 20 41

602保険給付費 25,903 60 25,963

60療養諸費1 23,265 60 23,325

603一般被保険者療養 101 60 161
都支出金費

60

△50△993国民健康保険事業費納付 11,840 0 11,840
金

△50△99医療給付費分1 7,181 0 7,181

△50△991一般被保険者医療 7,181 0 7,181
都支出金 その他給付費分

△99 △50

86保健事業費 731 0 731

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

３　歳　出

科　　　　目

款 項 目

款 １ 総務費

01-01-01 一般管理費
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△2,422

△2,442

△2,447

5

20

20 1報　　　酬 20                  20　１国民健康保険運営協議会経費

                 20　　１報　　　酬

                 20　　　委員報酬
　　　　国民健康保険運営協議会委員報酬

18負担金補助 60                  60　１一般被保険者療養費負担金
及び交付金                  60　１８負担金補助及び交付金

                 60　　　負担金
　　　　一般被保険者療養費

149

149

149

△8

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
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8特定健康診査等事業費1 731 0 731

81特定健康診査等事 731 0 731
都支出金業費

8

7基金積立金 4,950 2,205 7,155

基金積立金1 4,950 2,205 7,155

1国民健康保険給付 4,950 2,205 7,155
費等財政調整基金

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

科　　　　目

款 項 目

款 ６ 保健事業費

06-01-01 特定健康診査等事業費
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△8

△8

2,205

2,205

2,205 24積　立　金 2,205               2,205　１積立金

              2,205　２４積　立　金

              2,205　　　基金積立金
　　　　国民健康保険給付費等財政調整基金積立金

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
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議案第 53号  

 

 

令和６年度東京都利島村国民健康保険事業特別会計（直診勘定）補正予算＜第２号＞ 

 

 

令和６年度東京都利島村国民健康保険事業特別会計（直診勘定）補正予算＜第２号＞

は、次に定めるところによる。 

 

〔歳入歳出予算の補正〕 

第１条 歳入歳出予算の総額は増減なしとし、歳入歳出予算の総額を ７９,２４８ 

千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の〔款〕・〔項〕の区分及び該当区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

                 提出者 東京都利島村長  村 山  将 人 

 

議決第  号 

 

令和６年 12月  日    原案  決 

 

 

                   東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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（この頁は白紙です） 
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総務費１ 69,045 0 69,045

１施設管理費 69,045 0 69,045

歳　　　　出　　　　合　　　　計 79,248 0 79,248

２　歳 出

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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診療収入 16,476１

都支出金 16,175３

使用料及び手数料 80４

財産収入 36５

繰入金 37,269６

繰越金 8,142７

諸収入 1,070８

79,248歳　　　　入　　　　合　　　　計

　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括

（歳　入）

款 補正前の額
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0 16,476

0 16,175

0 80

0 36

0 37,269

0 8,142

0 1,070

0 79,248

（単位：千円）

補正額 計
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１総務費 69,045 0 69,045

２医業費 9,752 0 9,752

３施設整備費 1 0 1

４予備費 450 0 450

歳　　　　出　　　　合　　　　計 79,248 0 79,248

（歳　出）

款 補正前の額 補　正　額 計
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一　　般　　財　　源そ　　の　　他地　　方　　債国都支出金
特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳
（単位：千円）
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1総務費 69,045 0 69,045

施設管理費1 69,045 0 69,045

1一般管理費 51,030 0 51,030

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

３　歳　出

科　　　　目

款 項 目

款 １ 総務費

01-01-01 一般管理費
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8旅　　　費 △60                   0　３診療所管理経費

               △60　　８旅　　　費

               △60　　　旅費
　　　　普通管外旅費

10需　用　費 △94                △94　１０需　用　費

              △100　　　消耗品費
　　　　消耗品費

11役　務　費 △100                   6　　　燃料費
　　　　燃料費

              △100　１１役　務　費
13使用料及び 254               △100　　　手数料

賃借料 　　　　検査手数料

                254　１３使用料及び賃借料

                254　　　使用料及び賃借料
　　　　陽圧呼吸療法装置リース

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険事業特別会計（直診勘定）
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議案第 54号  

 

 

令和６年度東京都利島村介護保険事業特別会計（事業勘定）補正予算＜第２号＞ 

 

 

令和６年度東京都利島村介護保険事業特別会計（事業勘定）補正予算＜第２号＞は、

次に定めるところによる。 

 

〔歳入歳出予算の補正〕 

第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ ９９７ 千円を増額し、歳入歳出 

予算の総額を ５３,３５１ 千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の〔款〕・〔項〕の区分及び該当区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

                 提出者 東京都利島村長  村 山  将 人 

 

議決第   号 

 

令和６年 12月  日    原案  決 

 

 

                   東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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国庫支出金２ 7,633 997 8,630

２国庫補助金 2,976 997 3,973

歳　　　　入　　　　合　　　　計 52,354 997 53,351

第　１　表　歳入歳出予算
１　歳 入

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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地域支援事業費４ 4,014 610 4,624

５包括的支援事業・任意 3,944 610 4,554

事業費

基金積立金５ 448 387 835

１基金積立金 448 387 835

歳　　　　出　　　　合　　　　計 52,354 997 53,351

２　歳 出

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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保険料 7,185１

国庫支出金 7,633２

支払基金交付金 7,473３

都支出金 5,109４

財産収入 1５

繰入金 19,487６

繰越金 5,466７

52,354歳　　　　入　　　　合　　　　計

　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括

（歳　入）

款 補正前の額
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0 7,185

997 8,630

0 7,473

0 5,109

0 1

0 19,487

0 5,466

997 53,351

（単位：千円）

補正額 計
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１総務費 13,839 0 13,839

２保険給付費 27,687 0 27,687

４地域支援事業費 4,014 610 4,624

５基金積立金 448 387 835

６諸支出金 6,066 0 6,066

７予備費 300 0 300

歳　　　　出　　　　合　　　　計 52,354 997 53,351

（歳　出）

款 補正前の額 補　正　額 計
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610

387

997

一　　般　　財　　源そ　　の　　他地　　方　　債国都支出金
特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳
（単位：千円）
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国庫支出金2 7,633 997 8,630

国庫補助金2 2,976 997 3,973

保険者機能強化推進交5 24 322 346
付金

介護保険保険者努力支6 26 675 701
援交付金

計補　　正　　額補 正 前 の 額

２　歳　入

科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 ２ 国庫支出金

02-02-05 保険者機能強化推進交付金
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①保険者機能強化推進交付金1保険者機能 322                       322
強化推進交
付金

①介護保険保険者努力支援交付金1介護保険保 675                       675
険者努力支
援交付金

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

介護保険事業特別会計（事業勘定）
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4地域支援事業費 4,014 610 4,624

包括的支援事業・任意5 3,944 610 4,554
事業費

1包括的支援事業費 3,943 610 4,553

5基金積立金 448 387 835

基金積立金1 448 387 835

1介護保険給付費準 448 387 835
備基金積立金

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

３　歳　出

科　　　　目

款 項 目

款 ４ 地域支援事業費

04-05-01 包括的支援事業費
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610

610

610 12委　託　料 610                 610　１包括的支援事業費

                610　１２委　託　料

                610　　　業務委託料
　　　　地域包括支援センター運営業務

387

387

387 24積　立　金 387                 387　１積立金

                387　２４積　立　金

                387　　　基金積立金
　　　　介護保険給付費準備基金積立金

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

介護保険事業特別会計（事業勘定）
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議案第 55号  

 

 

令和６年度東京都利島村後期高齢者医療事業特別会計補正予算＜第２号＞ 

 

 

令和６年度東京都利島村後期高齢者医療事業特別会計補正予算＜第２号＞は、次に定

めるところによる。 

 

〔歳入歳出予算の補正〕 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ、 １,３２６ 千円を減額し、 

歳入歳出予算の総額を １０,１００ 千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の〔款〕・〔項〕の区分及び該当区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

 

令和６年 12月 10日 

 

                 提出者 東京都利島村長  村 山  将 人 

 

議決第   号 

 

令和６年 12月  日    原案  決 

 

 

                   東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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後期高齢者医療保険料１ 4,704 △366 4,338

１後期高齢者医療保険料 4,704 △366 4,338

繰入金３ 6,223 △960 5,263

１他会計繰入金 6,223 △960 5,263

歳　　　　入　　　　合　　　　計 11,426 △1,326 10,100

第　１　表　歳入歳出予算
１　歳 入

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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総務費１ 2,970 △660 2,310

１徴収費 2,970 △660 2,310

広域連合納付金３ 8,055 △666 7,389

１広域連合納付金 8,055 △666 7,389

歳　　　　出　　　　合　　　　計 11,426 △1,326 10,100

２　歳 出

款 補正前の額

(単位：千円)

項 補正額 計
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後期高齢者医療保険料 4,704１

繰入金 6,223３

繰越金 348４

諸収入 151５

11,426歳　　　　入　　　　合　　　　計

　　　　　　　歳入歳出予算事項別明細書
１　総　括

（歳　入）

款 補正前の額
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△366 4,338

△960 5,263

0 348

0 151

△1,326 10,100

（単位：千円）

補正額 計
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１総務費 2,970 △660 2,310

２葬祭費 150 0 150

３広域連合納付金 8,055 △666 7,389

５諸支出金 1 0 1

６予備費 250 0 250

歳　　　　出　　　　合　　　　計 11,426 △1,326 10,100

（歳　出）

款 補正前の額 補　正　額 計
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△660

△366△300

△366△960

一　　般　　財　　源そ　　の　　他地　　方　　債国都支出金
特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳
（単位：千円）

112



後期高齢者医療保険料1 4,704 △366 4,338

後期高齢者医療保険料1 4,704 △366 4,338

後期高齢者医療保険料1 4,704 △366 4,338

繰入金3 6,223 △960 5,263

他会計繰入金1 6,223 △960 5,263

一般会計繰入金1 6,223 △960 5,263

計補　　正　　額補 正 前 の 額

２　歳　入

科　　　　　　　　　　　目

款 項 目

款 １ 後期高齢者医療保険料

01-01-01 後期高齢者医療保険料
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①現年度分後期高齢者医療保険料1現年度分 △366                     △366

①一般会計繰入金1一般会計繰 △960                     △960
入金

金　　額

（単位：千円）

節
区　　分

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

後期高齢者医療事業特別会計
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△6601総務費 2,970 △660 2,310

△660徴収費1 2,970 △660 2,310

△6601徴収費 2,970 △660 2,310
その他

△660

△3003広域連合納付金 8,055 △666 7,389

△300広域連合納付金1 8,055 △666 7,389

△3001広域連合分賦金 8,055 △666 7,389
その他

△300

特 　　定 　　財 　　源
そ の 他地 方 債国都支出金

補　正　額　の　財　源
補　正　額補正前の額 計

３　歳　出

科　　　　目

款 項 目

款 １ 総務費

01-01-01 徴収費
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12委　託　料 △660               △660　２後期高齢者医療システム管理経費

              △660　１２委　託　料

              △660　　　業務委託料
　　　　後期高齢者医療システム改修

△366

△366

△36618負担金補助 △666               △666　１広域連合分賦金
及び交付金               △666　１８負担金補助及び交付金

              △666　　　負担金
　　　　広域連合負担金

内　　訳

一般財源

節
金　　額区　　分

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　明

後期高齢者医療事業特別会計
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議案第 ５６ 号

   （ 総  則 ）

第 １ 条 令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計補正予算＜第2号＞は、次に定めるところによる。

   （ 収益的収入及び支出 ）

第 ２ 条

   （既決予定額）     （    計    ）

   第 １ 款  簡易水道事業収益 155,983 千円 30 千円 156,013 千円

      第 １ 項  営業収益 8,701 千円 0 千円 8,701 千円

      第 ２ 項  営業外収益 147,282 千円 30 千円 147,312 千円

      第 ３ 項  特別利益 0 千円 0 千円 0 千円

   （既決予定額）     （    計    ）

   第 ２ 款  簡易水道事業費用 149,775 千円 30 千円 149,805 千円

      第 １ 項  営業費用 147,138 千円 0 千円 147,138 千円

      第 ２ 項  営業外費用 662 千円 30 千円 692 千円

      第 ３ 項  特別損失 1,875 千円 0 千円 1,875 千円

      第 ４ 項  予備費 100 千円 0 千円 100 千円

令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計補正予算＜第2号＞

収          入

支          出

令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計予算 (以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す
る。

 （補正予定額）

 （補正予定額）
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令和  ６　年　12　月　10　日   提出

東京都利島村長 村山　将人

議決第　　　号

令和  ６　年　　　月　　　日   原案　　決

東京都利島村議会議長 加藤　大樹
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令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計補正予算＜第2号＞実施計画

（収 益 的 収 入 及 び 支 出）

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 合　　計 備　　　　考

1 簡易水道事業収益 155,983 30 156,013

簡易水道事業収益 2 営 業 外 収 益 147,282 30 147,312

簡易水道事業収益 1 他 会 計 補 助 金 89,648 30 89,678

簡易水道事業収益

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 合　　計 備　　　　考

1 簡易水道事業費用 149,775 30 149,805

簡易水道事業費用 2 営 業 外 費 用 662 30 692

簡易水道事業費用 1 支 払 利 息 425 30 455

簡易水道事業費用  

収    入

款 項 目

支    出

款 項 目
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  （単位：円）  

１．業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 5,749,000
減価償却費 62,681,000
資産減耗費 0
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 857,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 118,000
長期前受金戻入額 △57,634,000
受取利息及び受取配当金 0
支払利息 455,000
未収金の増減額（△は増加） 0
未払金の増減額（△は減少） △48,381,000
　　小　計 △36,155,000
利息及び配当金の受取額 0
利息の支払額 △455,000

業務活動によるキャッシュ・フロー △36,610,000

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △76,322,000
無形固定資産の取得による支出 0
一般会計補助金による収入 24,355,000
補助金等による収入 52,290,000
負担金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 323,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 7,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △11,832,000
一時借入金償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △4,832,000

資金増加額（又は減少額） △41,119,000
資金期首残高 81,538,807
資金期末残高 40,419,807

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

東京都利島村簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

120



資　　産   の   部

      
１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産 円 円 円 円
イ 土 地 23,362,557
ロ 建 物 163,031,474

減 価 償 却 累 計 額 △4,008,000 159,023,474
ハ 構 築 物 915,737,145

減 価 償 却 累 計 額 △40,788,000 874,949,145
ニ 機 械 及 び 装 置 184,168,178

減 価 償 却 累 計 額 △15,682,000 168,486,178
ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 479,885

減 価 償 却 累 計 額 0 479,885
ヘ 建 設 仮 勘 定 6,325,000
ト そ の 他 有 形 固 定 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0
有 形 固 定 資 産 合 計 1,232,626,239

(2) 無　形　固　定　資　産
イ ソ フ ト ウ ェ ア 4,810,600

無 形 固 定 資 産 合 計 4,810,600
固 定 資 産 合 計 1,237,436,839

２. 流    動    資    産
(1) 現 金 ・ 預 金 40,419,807
(2) 未 収 金 1,257,010
(3) 貸 倒 引 当 金 0 1,257,010

流 動 資 産 合 計 41,676,817
資 産 合 計 1,279,113,656

令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

(令和7年3月31日)
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負   債   の   部
３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 97,108,050
企 業 債 合 計 97,108,050
固 定 負 債 合 計 97,108,050

４. 流    動    負    債
(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 11,886,973
企 業 債 合 計 11,886,973

(2) 未 払 金 34,967,356
(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 857,000
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 118,000

引 当 金 合 計 975,000
流 動 負 債 合 計 47,829,329

５. 繰    延    収    益
(1) 長 期 前 受 金 1,126,785,586
(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △57,634,000

繰 延 収 益 合 計 1,069,151,586
負 債 合 計 1,214,088,965

資   本   の   部

６. 資    本    金 42,090,367
７. 剰    余    金

(1) 資  本  剰  余  金
イ 国 庫 補 助 金 4,109,788
ロ 都 補 助 金 12,794,549
ハ 他 会 計 補 助 金 280,987

資 本 剰 余 金 合 計 17,185,324
(2) 利　益　剰　余　金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 5,749,000
 利 益 剰 余 金 合 計 5,749,000

剰 余 金 合 計 22,934,324
資 本 合 計 65,024,691
負 債 資 本 合 計 1,279,113,656
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 ( 単 位：千円 )

既決予定額 補正予定額 計

簡易水道事業収益1 簡易水道事業収益 155,983 30 156,013
簡
易

2 147,282 30 147,312
簡
易

1 他 会 計 補 助 金 89,648 30 89,678
簡
易

一 般 会 計 補 助 金 30
簡
易

 ( 単 位：千円 )

既決予定額 補正予定額 計

簡易水道事業費用1 簡易水道事業費用 149,775 30 149,805
簡
易

2 662 30 692
簡
易

1 支 払 利 息 425 30 455
簡
易

企 業 債 利 息 30
簡
易

令和6年度東京都利島村簡易水道事業会計補正予算＜第2号＞説明書

款・項・目 節 補正予定額 説　　　明

営業外収益

節 補正予定額 説　　　明

営業外費用

償還利子
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議案第 ５７ 号

   （ 総  則 ）

第 １ 条 令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計補正予算＜第2号＞は、次に定めるところによる。

   （ 収益的収入及び支出 ）

第 ２ 条

   （既決予定額）     （    計    ）

   第 １ 款  浄化槽事業収益 94,117 千円 43 千円 94,160 千円

      第 １ 項  営業収益 11,601 千円 0 千円 11,601 千円

      第 ２ 項  営業外収益 82,516 千円 43 千円 82,559 千円

   （既決予定額）     （    計    ）

   第 ２ 款  浄化槽事業費用 104,037 千円 43 千円 104,080 千円

      第 １ 項  営業費用 101,610 千円 0 千円 101,610 千円

      第 ２ 項  営業外費用 657 千円 43 千円 700 千円

      第 ３ 項  特別損失 1,670 千円 0 千円 1,670 千円

      第 ４ 項  予備費 100 千円 0 千円 100 千円

令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計補正予算＜第2号＞

収          入

支          出

令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計予算(以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

 （補正予定額）

 （補正予定額）
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令和  ６　年　12　月　10　日   提出

東京都利島村長 村山　将人

議決第　　　号

令和  ６　年　　　月　　　日   原案　　決

東京都利島村議会議長 加藤　大樹
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令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計補正予算実施計画＜第2号＞

（収 益 的 収 入 及 び 支 出）

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 合　　計 備　　　　考

1 浄 化 槽 事 業 収 益 94,117 43 94,160

浄 化 槽 事 業 収 益 2 営 業 外 収 益 82,516 43 82,559

浄 化 槽 事 業 収 益 1 他 会 計 補 助 金 66,219 43 66,262

浄 化 槽 事 業 収 益

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 合　　計 備　　　　考

1 浄 化 槽 事 業 費 用 104,037 43 104,080

浄 化 槽 事 業 費 用 2 営 業 外 費 用 657 43 700

浄 化 槽 事 業 費 用 1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

657 43 700

浄化槽事業費用  

款 項 目

収    入

款 項 目

支    出
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  （単位：円）  

１．業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △9,820,000
減価償却費 26,877,000
賞与引当金の増減額（△は減少） 534,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 83,000
長期前受金戻入額 △15,430,000
支払利息 700,000
未収金の増減額（△は増加） 840,157
未払金の増減額（△は減少） △12,243,000
　　小　計 △8,458,843
利息の支払額 △700,000

業務活動によるキャッシュ・フロー △9,158,843

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 0
一般会計補助金による収入 6,369,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,369,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 10,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △6,369,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 3,631,000

資金増加額（又は減少額） 841,157
資金期首残高 13,314,758
資金期末残高 14,155,915

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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資　　産   の   部

      
１. 固    定    資    産

(1) 有  形  固  定  資  産 円 円 円 円
イ 構 築 物 137,208,540

減 価 償 却 累 計 額 △26,477,000 110,731,540
ロ 車 両 運 搬 具 588,240

減 価 償 却 累 計 額 0 588,240
有 形 固 定 資 産 合 計 111,319,780

(2) 無　形　固　定　資　産
イ ソ フ ト ウ ェ ア 1,201,600

無 形 固 定 資 産 合 計 1,201,600
固 定 資 産 合 計 112,521,380

２. 流    動    資    産
(1) 現 金 ・ 預 金 14,155,915
(2) 未 収 金 640,700
(3) 貸 倒 引 当 金 0 640,700

流 動 資 産 合 計 14,796,615
資 産 合 計 127,317,995

令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計予定貸借対照表（当年度分）

(令和7年3月31日)
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負   債   の   部
３. 固    定    負    債

(1) 企 業 債
イ 浄 化 槽 事 業 債 33,763,192

企 業 債 合 計 33,763,192
固 定 負 債 合 計 33,763,192

４. 流    動    負    債
(1) 企 業 債

イ 浄 化 槽 事 業 債 6,488,921
企 業 債 合 計 6,488,921

(2) 未 払 金 7,344,955
(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 534,000
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 83,000

引 当 金 合 計 617,000
流 動 負 債 合 計 14,450,876

５. 繰    延    収    益
(1) 長 期 前 受 金 101,567,563
(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △15,430,000

繰 延 収 益 合 計 86,137,563
負 債 合 計 134,351,631

資   本   の   部

６. 資    本    金 2,786,364
７. 剰    余    金

(1) 利　益　剰　余　金
イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 △9,820,000
 欠 損 金 合 計 △9,820,000

剰 余 金 合 計 △9,820,000
資 本 合 計 △7,033,636
負 債 資 本 合 計 127,317,995
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 ( 単 位：千円 )

既決予定額 補正予定額 計

浄化槽事業収益1 浄化槽事業収益 94,117 43 94,160
浄
化

2 82,516 43 82,559
浄
化

1 他 会 計 補 助 金 66,219 43 66,262
浄
化

一 般 会 計 補 助 金 43
浄
化

 ( 単 位：千円 )

既決予定額 補正予定額 計

浄化槽事業費用1 浄化槽事業費用 104,037 43 104,080
浄
化

2 657 43 700
浄
化
槽

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

657 43 700

浄
化

企 業 債 利 息 43
浄
化

営業外費用

償還利子

節 補正予定額 説　　　明

営業外収益

令和6年度東京都利島村浄化槽事業会計補正予算説明書＜第2号＞

款・項・目 節 補正予定額 説　　　明
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議案第 58号 

 

 

東京都島嶼町村一部事務組合規約の一部変更について 

 

 

 上記議案を提出する。 

 

 

   令和６年 12月 10日 

 

 

               提出者 東京都利島村長 村 山 将 人 

 

 

「提案理由」 

 東京都島嶼町村一部事務組合の共同処理する事務を変更し、東京都島嶼町村一部事務

組合規約の一部を変更することについて協議したいので、地方自治法第 290条の規定に

より、本案を提出する。 

 

 

 

議決第   号 

 

 

   令和６年 12月  日 原案  決 

 

 

                 東京都利島村議会議長 加 藤  大 樹 
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東京都島嶼町村一部事務組合規約の一部変更について 

 

東京都島嶼町村一部事務組合規約の一部を変更する規約 

 

東京都島嶼町村一部事務組合規約（昭和 26年９月 26日付総地収第 278号許可）の一部を次のよ

うに変更する。 

 

第３条に次の３号を加える。 

(９) 個人住民税の効率的な課税のため、共同で実施する当初賦課に関すること。 

(10) 介護保険業務の効率的な処理のため、共同で実施する賦課、収納及び報告に関するこ

と。 

(11) 国民健康保険業務の効率的な処理のため、共同で実施する賦課、収納及び報告に関する

こと。 

別表（第３条関係）に次の３つの事項を加える。 

共同処理する事務 組織町村 

第３条第９号に関する事務 利島村、新島村 

第３条第 10号に関する事務 利島村、小笠原村 

第３条第 11号に関する事務 利島村、小笠原村 

 

別表（第３条関係）のうち、次の共同処理に関する事務の組織町村を変更する。 

共同処理する事務 組織町村 

第３条第７号に関する事務 利島村、新島村、三宅村、御蔵島村、小笠原村 

第３条第８号に関する事務 利島村、新島村、御蔵島村 

 

附 則 

この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。 
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- 1 - 

東京都島嶼町村一部事務組合規約（昭和 26年９月 26日付総地収第 278号） 新旧対照表（抄） 

改 正 案（新） 現   行（旧） 

第１条及び第２条 （現行のとおり） 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合の共同処理する事務は、次に掲げる事務とし、組合は別表

左欄に掲げる事務の区分に応じ、同表右欄に掲げる組織町村の当該事

務を共同処理する。 

 ⑴から⑻まで （現行のとおり） 

(9) 個人住民税の効率的な課税のため、共同で実施する当初賦課に関

すること。 

(10) 介護保険業務の効率的な処理のため、共同で実施する賦課、収納

及び報告に関すること。 

(11) 国民健康保険業務の効率的な処理のため、共同で実施する賦課、

収納及び報告に関すること。 

第４条から第 12条まで （現行のとおり） 

別表（第３条関係） 

共同処理する事

務 

組織町村 

第３条第１号か

ら第６号までに

関する事務 

（現行のとおり） 

第３条第７号に

関する事務 

利島村、新島村、三宅村、御蔵島村、（削除）、

小笠原村 

第３条第８号に

関する事務 

利島村、新島村、御蔵島村 

第３条第９号に

関する事務 

利島村、新島村 

第１条及び第２条 （略） 

（組合の共同処理する事務） 

第３条 組合の共同処理する事務は、次に掲げる事務とし、組合は別

表左欄に掲げる事務の区分に応じ、同表右欄に掲げる組織町村の当該

事務を共同処理する。 

⑴から⑻まで （略）  

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

第４条から第 12条まで （略） 

別表（第３条関係） 

共同処理する事

務 

組織町村 

第３条第１号か

ら第６号までに

関する事務 

大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、

御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村 

第３条第７号に

関する事務 

利島村、新島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、

小笠原村 

第３条第８号に

関する事務 

利島村、新島村 

（新設） 

 

（新設） 
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- 2 - 

第３条第 10 号に

関する事務 

利島村、小笠原村 

第３条第 11 号に

関する事務 

利島村、小笠原村 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 
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議案第 59号 

 

 

利島村教育委員会委員の任命について 

 

 利島村教育委員会の委員に下記の者を任命したいので、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第４条第２項の規定により、村議会の同意を求める。 

 

記 

 

               住  所   東京都利島村 

 

               氏  名   森 山  武 

 

               生年月日   昭和 53年６月 26日 

 

 

    令和６年 12月 10日  提出 

 

                提出者 東京都利島村長 村 山  将 人 

 

 

「提案理由」 

教育委員会委員 森山 武氏 の任期が、令和６年１２月１６日をもって満了するこ

とに伴い、引き続き同氏を任命するにあたり村議会の同意を求めるものです。 

 

 

議決第    号 

同意第    号 

 

    令和６年 12月  日 原案   決 

 

                 東京都利島村議会議長 加 藤 大 樹 
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議案第 60号 

 

利島村固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

下記の者を利島村固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法第 423条

第３項の規定により議会の同意を求める。 

 

 

 

住  所  東京都利島村 

 

氏  名  村 上  勝 巳 

 

生年月日  昭和 37年３月 12日 

 

令和６年 12月 10日 

 

                 提出者 東京都利島村長    村 山  将 人 

 

 

「提案理由」 

委員の死去に伴い、後任委員を選任する必要があるため。 

 

 

議決第   号 

同意第   号 

 

令和６年 12月  日    原案  決 

 

 

                   東京都利島村議会議長  加 藤 大 樹 
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